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危険にさらされた地球  多国間の協調的行動が不可欠 

スィーネ・クローウストロプ モーリス・オブストフェルド 2018 年 12 月 3 日 

 
雪原のオオカミ。人間の経済活動が地球の気候を危険にさらす規模まで拡大しようとしている中、 
地球はオオカミ少年のごとく虚報を伝えたりはしていない（写真：imageBroker/David & Micha Sheldon/Newscom） 
 

 国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議（COP21）で温室効果ガス排出量を抑制するパリ協定が

採択されたことは、気候変動の脅威に立ち向かう道のりにおいて大きな成果だった。しかし、人間の活

動が地球の気候と生物圏を不安定にしている証拠がますます明らかになるのに伴って、政策当局は

取り組みを強化する必要があるだろう。この脅威は本質的に世界共通のものであり、人類が繁栄してき

たこの地球を守るためには、より緊密でより包括的な国際協力が必要である。 

 環境経済学における研究成果が評価され、来週にノーベル賞を授与される予定のウィリアム・ノード

ハウス教授は 1977 年に次のように述べている。 

「欧米の経済成長の先行きを考察する科学者はふたつのグループに分かれる。『狼が来た』と叫ぶオ

オカミ少年派と、狼の存在を否定するグループに二分されるのだ。今も拭えていない懸念のひとつは

人間の経済活動が地球の気候に重大な影響を及ぼす規模まで拡大するだろう点だ。オオカミ少年の

発言の多くとは異なり、この点は真剣に受け止める必要があると私は考えている」 

https://www.nobelprize.org/prizes/economic-sciences/2018/popular-information/
https://www.jstor.org/stable/1815926?seq=1#metadata_info_tab_contents
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 そして 40 年少したった今、その「狼」が玄関先に

現れたのである。 

 振り返ってみると、2018 年に生じた熱波や山火

事、暴風はこれまで以上に激しさを増していた。観

測史上最も気温が高かった 18 の年のうち 17 年が

2000年以降に集中している。そして、2018年もその

仲間入りを果たしそうだ。一方で、温室効果ガス排

出量も増加の一途をたどっている。 

 人間の活動によって自然環境に負荷がかかって

いる明らかな兆候は、上に挙げた気象現象だけに

とどまらない。地球の気候や生物圏において、他の

重要な側面にも大きな負担が生じている。例えば、

熱帯雨林が失われつつある。また、海水温の上昇

に伴って北極と南極の氷が解けており、また、海洋

の酸性化によってサンゴ礁が消滅している。化学肥

料の流出によって過剰なリンと窒素が川の流域に

流れ込み、淡水が汚染され、沿岸生態系が損なわ

れている。マイクロプラスチックが食物や飲料水の

中に入り込んできている。そして、この地球の生物

多様性は崩壊しつつある。世界自然保護基金

（WWF）は 1970 年以降、脊椎動物の 60%が絶滅

に至っていると推計しており、また一部の地域で

は、昆虫密度が憂慮すべき速度で減少していると

いう。 

 科学者が提唱するプラネタリー・バウンダリーは、

人類文明がこれまで発達可能であった地球環境の

限界を数値化したものだが、こうした重要な境界線

を私たちが超えてしまう危険性があると科学者たち

は言っている。そこを超えてしまうと大きな変化が生

じる閾値が存在しうることは、こうした限界が突然か

つ急に破られ、取り返しがつかなくなる恐れがある

ことを意味している。そして、今すぐ行動を起こす必

要があるのだ。国連気候変動に関する政府間パネ

ルは、気候変動の災害を回避するための行動に残

された時間はごくわずかだと警告する。その危険性

については、最新の全米気候評価報告書やイギリ

https://climate.nasa.gov/vital-signs/global-temperature/
https://climate.nasa.gov/vital-signs/global-temperature/
https://climate.nasa.gov/vital-signs/global-temperature/
https://www.wwf.org.uk/updates/living-planet-report-2018
https://www.wwf.org.uk/updates/living-planet-report-2018
https://journals.plos.org/plosone/article?id=10.1371/journal.pone.0185809
https://www.nature.com/collections/dcqxgqxfws
https://www.ipcc.ch/
https://nca2018.globalchange.gov/
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ス政府が新しく発表した気候の将来予測でも強調されている。 

 エコノミストの観点から言えば、こうした地球環境の破壊が起こるのは、企業や家計の経済活動に環

境に対する悪影響が考慮されていないからだ。専門用語を用いて説明すると、経済活動は「負の外部

性」を伴う場合が多いということだ。原理上は、経済活動が環境を意図せず破壊してしまうコストを家計

や企業に課税すると、こうした負の外部性を相殺することができる。しかし、地球環境に係る外部性は

複雑である。つまり、規制政策や金融政策など一連の政策が果たす役割が大きいことを示している。 

 重要な点は、気候と生物圏に係る外部性には国境がないため、各国政府は、局地的な被害だけで

なく、世界規模の被害も考慮した政策を策定しなければならない。そうなると、国内の政治的障害を取

り除くことができると仮定したとしても、この負の外部性に対して自国が一方的に行う政策措置だけで

は十分だと思えない。多国間協力も不可欠だ。 

 多国間主義を通じて、各国は国境を超えて他国の人々の健康や幸福にも責任を担うようになる。こ

れは他国も同様に他の国々のことを考慮していると各国が想定できるからだ。まさにこの精神のもとで

2015 年の COP21 では飛躍的な前進が遂げられた。COP21 が採択したパリ協定に基づき、各国政府

は世界の気温上昇を産業革命以前と比べて 2℃より十分低く保つことを約束した。この協定を履行し、

強化しようとする現在の取り組みの根底にあるのも、この精神である。同協定は、今後数十年間にゼロ

炭素経済に転換するようにも求めている。 

 楽観的になる理由はある。多国間主義は素晴らしい成功をいくつも収めており、これらが参考になる。

ブレトンウッズ協定によって設立された国際金融機関、また、経済協力開発機構（OECD）が活動を行

ってきたことで、さらには、関税および貿易に関する一般協定（GATT）とその発展型として設立された

世界貿易機関（WTO）で貿易自由化交渉のラウンドが重ねられたことによって、過去 70 年間は世界の

繁栄が支えられ、より貧しい国々の所得水準が他と大きく収斂してきた。金融安定性に関しては、バー

ゼル合意の一連の規制措置や金融安定理事会（FSB）を通じて国際協調が図られているが、この例は

「ソフトロー」の有効性を具体的に物語っている。保健医療に関する国際協力も大きな成功を収めてき

た。天然痘の根絶が 1980 年に達成され、近年ではミレニアム開発目標の下、多くの低所得国で保健

の一層大幅な改善が見られる。核兵器の実験と拡散を制限する一連の国際協定も同様に、誰にとっ

てもマイナスな結果を回避しようとする精神に基づいている。 

 環境問題の分野でも、多国間協力の重要な成功例は歴史的なパリ協定以前にも複数存在している。

初期の例としては、1979 年の長距離越境大気汚染条約が挙げられるが、これはその後、硫黄酸化物

や窒素酸化物の排出量などについて定めた一連の議定書によって補足・強化されている。1987 年に

採択されたモントリオール議定書では、46 か国・地域がオゾン層破壊物質を段階的に削減することに

合意した。この国際的な協定は現在 197 か国・地域が署名しており、南極上空の大気中で低下してい

たオゾン濃度を回復させることに寄与した。 

 国際社会は、どうすれば環境危機への取り組みを前進させられるだろうか。とりわけ諸国が満場一致

で合意することがますます困難になっているかもしれないときには、どうすればいいのか。「有志連合」

https://www.gov.uk/government/news/most-detailed-picture-yet-of-changing-climate-launched
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2018/html/ecb.sp181108.en.html
http://www.un.org/millenniumgoals/2015_MDG_Report/pdf/MDG%202015%20rev%20(July%201).pdf
https://www.epa.gov/ozone-layer-protection/international-actions-montreal-protocol-substances-deplete-ozone-layer
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もしくは「クラブ」形式をとることも、ひとつの考え方だろう。この形態ではクラブ内での人の移動を容易

にするなど互恵関係を有する代わりに、合意の下で環境対策を強化することが求められる。 

 経済に関する既存の多国間協力の機構に基づいて、上記のアプローチを実施することも可能だろう。

包括的及び先進的な環太平洋パートナーシップ協定（CPTPP）や米国・メキシコ・カナダ協定

（USMCA）など、いくつもの貿易協定で加盟国が自国の環境法を施行することを義務づける条項がす

でに含まれている。上記アプローチを拡大することが加盟国内の環境対策を強化・促進することにつ

ながる可能性がある。例えば、WTO で採用されている複数国間協定やクリティカル・マス方式の協定

を用いて、加盟国に温室効果ガスの排出量削減に向けてより踏み込んだ対応を義務付けることも可能

だろう。そうした考えから、2018 年 7 月に発表された日本・EU 経済連携協定は、協定に署名した両者

がパリ協定を遵守する旨を合意内容に記載した初のケースとなった。 

 さらに例を挙げると、G20 各国首脳の要請を受けて 2015 年に FSB の下に設置された気候関連財務

情報開示タスクフォースの目的は、気候関連の財務的リスクに対する認知度を高めることだ。そうする

ことで、市場はこうしたリスクの価格付けを行え、金融投資家はそのリスク管理が可能となる。これは、

環境に係る負の外部性を内部化するもうひとつの方法だ。 

 最後に、環境被害の監視や軽減を行う IMF の取り組みを拡大することは、活用できる人的資源を考

えると、IMF の責務の対象範囲である。環境に関する一連の国際協定の諸側面について IMF がその

遵守状況をモニタリングすることも可能かもしれない。 

 地球は、今、危険にさらされている。それは、既存の枠にとらわれない思考がこれまでにも増して必

要だということだ。ノードハウス教授の功績はノーベル賞に相応しいものだが、彼の授賞式が行われる

来週には COP24 も開催される。この機会に私たちもノードハウス教授の先見性のある警告について考

えつつ、多国間協力を推し進める必要性を示した同教授の明確なビジョンについても思いを巡らせる

べきである。 

関連リンク: 

IMF と気候変動について知っておくべき 5 つのこと 

Adapting to Climate Change—Three Success Stories（日本語訳なし） 

気候変動によって自然災害の発生頻度が増加し、経済成長の足枷となるだろう 

さらなる国際協力へと世界を導く 協力の縮小ではなく、拡大を 

世界的な経常収支の不均衡に対処するには、協力が必要 
 

  

https://www.aeaweb.org/articles?id=10.1257/aer.15000001
https://www.fsb-tcfd.org/
https://www.fsb-tcfd.org/
https://blogs.imf.org/2018/06/08/5-things-you-need-to-know-about-the-imf-and-climate-change/
https://blogs.imf.org/2018/06/08/5-things-you-need-to-know-about-the-imf-and-climate-change/
https://blogs.imf.org/2018/03/20/adapting-to-climate-change-three-success-stories/
https://blogs.imf.org/2017/11/16/climate-change-will-bring-more-frequent-natural-disasters-weigh-on-economic-growth/
https://blogs.imf.org/2018/09/06/steering-the-world-toward-more-cooperation-not-less/
https://blogs.imf.org/2018/07/24/addressing-global-imbalances-requires-cooperation/
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***** 

 

スィーネ・クローウストロプは IMF 調査局のアドバイザー。調査局では、金融政

策、国際資本フロー、対外不均衡に関する研究プロジェクトを手がける。2016 年

に IMF での勤務を開始する以前には、ピーターソン国際経済研究所の客員研

究員であった。また、スイス国立銀行で金融政策分析部門のアシスタント・ディレ

クター兼副責任者を務めた。ベイルートの国連機関での勤務や、ジュネーブ国

際開発大学院での講師経験もある。広範な経済政策問題を扱った論文も広く

出版されている。 

 

モーリス・オブストフェルドは IMF 経済顧問兼調査局長。カリフォルニア大学バ

ークレイ校を一時休職中。バークレイ校では経済学部の Class of 1958 教授。

1998 年から 2001 年には、経済学部長も務めた。コロンビア大学（1979-1986）と
ペンシルバニア大学  （1986-1989）  にて常勤で務めた後、ハーバード大学 
（1989-90） での客員を経て、1991 年にバークレイ校に教授として着任。1979 年

に MIT で経済学博士号、1975 年にケンブリッジ大学 （キングス・カレッジ） 修士

号、1973 年にペンシルバニア大学で学士号をそれぞれ取得。 

2014 年 7 月より 2015 年 8 月までオバマ大統領の経済諮問委員会のメンバー。

2002 年から 2014 年まで日本銀行金融研究所の名誉顧問。国際計量経済学会

とアメリカ芸術科学アカデミーのフェロー。これまでに、ティルブルグ大学の

Tjalling Koopmans Asset Award やブダペストにあるライク・ラズロ・カレッジのジョ

ン・フォン・ノイマン賞、キール大学のBernhard Harms Prizeなどを受賞してきた。

また、アメリカ経済学会のAnnual Richard T. Ely Lecture、インド準備銀行のL. K. 
Jha Memorial Lecture、プリンストン大学の Frank Graham Memorial Lecture など

多くの特別講義を行ってきた。アメリカ経済学会の実行委員兼副会長。IMF や

世界の多くの中央銀行に対して顧問を務め、講義を行ってきた。 

国際経済の主要な教科書である「International Economics （第 10 版、2014 年、

ポール・クルーグマン、マーク・メリッツ）」、「Foundations of International 
Macroeconomics （1996 年、ケネス・ロゴフ）」の共著者である。また、為替相場や

世界金融危機、世界の資本市場や金融政策に関する論文を 100本以上発表し

ている。 
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